
 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災被災地等派遣職員 
 

 

活動記録集 

2019 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年９月 
 

 

三重県防災対策部 
 

 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

目 次 

 

Ⅰ 東日本大震災被災地派遣職員活動報告 

 

平成２９・３０年度派遣職員 

松田 将成（宮城県気仙沼地方振興事務所水産漁港部へ派遣） ・・・・・・・・１ 

 

 

平成３０年度派遣職員 

今西 泰久（岩手県環境生活部県民くらしの安全課へ派遣） ・・・・・・・・・５ 

 

 上井 淳 （宮城県土木部建築宅地課へ派遣） ・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 

 森本 貫太（宮城県仙台土木事務所河川部へ派遣） ・・・・・・・・・・・・・12 

 

 

Ⅱ 熊本地震被災地派遣職員活動報告 

 

平成３０年度派遣職員 

稲葉 昇吾（熊本県県北域本部阿蘇地域振興局工務第二課へ派遣） ・・・・・・17 

 

 

 

（敬称略・五十音順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 東日本大震災被災地 

派遣職員活動記録 
 

 



1 

 

 

職員氏名 松田 将成 

派遣先部署 宮城県気仙沼地方振興事務所 

派遣先での役職名 技師 

派遣期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

 （2 年） 

１ 派遣時期の被災地の現状 

 派遣された宮城県気仙沼地方振興事務所は宮城県最北の事務所

で、所管は気仙沼市から南三陸町に渡ります。漁業活動が盛んであ

るため、津波の被害が特に大きかった地域です。 

私が派遣された平成 29 年度は震災から約 6 年を経過しておりま

したが、沿岸部では復旧工事が盛んに行われており、完全な復旧へ

の道のりの険しさを改めて認識しました。 

 

２ 被災地での業務概要 

（１）所属部署の業務内容 

配属された宮城県気仙沼地方振興事務所 水産漁港部 漁港漁場

第二班では、気仙沼市 2 漁港、南三陸町 6 漁港の災害復旧事業を推進しており、班構成は、宮城県

職員 5 名、民間企業を退職され任期付きで採用された職員 2 名、愛知県からの派遣職員 1 名、私の

9 名でした。半数近くが正規の宮城県職員ではなかったため、みんなで教え合い、支え合いながらの

2 年間でした。 

 

（２）担当した業務内容 

 主担当として南三陸町の志津川漁港における災害復旧事業に携わりました。災害復旧事業の中で

も海岸施設である防潮堤工事の進捗が遅れており、防潮堤工事が主な担当業務となっていました。 

海岸施設復旧工事についても災害事業であるため、原形復旧の考えの元、基本的には被災前と同

じ高さまでの復旧となりますが、背後に人家など守るべき対象がある場合は、L1 津波に対して被害

を防げるように嵩上げを行い復旧しています。L1 津波とは、一定頻度（数十年から百数十年に一度

程度）で襲来すると想定される津波です。L1 津波に対

応した堤防高さは、海岸ごとに設定されており、私が担

当していました志津川湾では、TP+8.7mにもなります。

東北地方太平洋沖地震で発生したような最大クラスの

津波には、ハード面だけでなく、ソフト面も合わせての

対応となります。南三陸町では居住区をすべて高台へ

と移転させ、最大クラスの津波での浸水区域を居住不

可とし対応しています。 

 

 

L1 対応防潮堤 TP+8.7m 
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３ 派遣業務を通しての気付き 

（１）県政に生かしたいこと 

 派遣業務を通じて、重要である、必要であると感じたことを 3点紹介させていただきます。 

 1点目に、復興の時期に合わせた人材配置が重要になると感じました。震災後の初動は災害査定な

どで技術職員の方が多く活躍されると思いますが、その次には用地を取得する事務職員の方の存在

が重要となってきます。復旧工事の 1 番の足かせは、用地取得の遅れであると強く思いました。気

仙沼地方振興事務所でも震災発生後 7年を経過した昨年度にも用地担当職員を 3名増員しています。

査定後はいち早く、用地担当職員を増員すべきと思います。 

 2点目、大規模地震後の“地盤隆起”は発生するものと考え、漁業者と被災後の漁港の利用計画に

ついて調整しておく必要があると感じました。一部の岸壁は隆起を考慮した高さで復旧しておくな

どの対応を決めておくことで、地盤隆起に係る漁業活動への影響を少なくできると考えました。 

 最後に、施設台帳の細やかな整理および更新の必要性を感じました。災害復旧事業であれば、基本

的に原形復旧となるので被災前と同程度の機能までしか復旧できません。そのため、被災前の施設

がどのような状態であったか説明する必要があります。派遣職員は被災前の施設の状態がまったく

わかりません。被災前の施設状況を理解するうえで、施設台帳の写真や図面が非常にありがたかっ

たです。東日本大震災のことを考えると、今の状況がいつどのように変化するかわかりません。常に

細やかな情報整理をしていく必要があると考えています。 

 以上の 3 点について、周知及びこれからの業務に生かしていきたいです。 

 

（２）派遣生活で配慮して欲しいこと 

 気仙沼地方振興事務所への長期派遣は私が初めてであったため、前任の方からの情報が得られず、

業務内容や生活環境について不明なことが多かったです。そのような場合、赴任前に他自治体の派

遣職員の方とお話できる機会があれば戸惑いも軽減できるかと思います。 

 

（３）後続の派遣職員へのアドバイス 

 気仙沼市は太平洋に面しており、宮城県の内陸地域と比べると降雪も少なく、温暖であったため、

予想以上に快適に過ごすことができました。しかし、冬期は路面凍結の恐れがありますので、冬期の

運転には気をつけてください。宮城県では、三重県にはない“ホヤ”や“サメの心臓”など珍味もあ

ります。ぜひ楽しんでもらえればと思います。 
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２ 被災地での業務概要 

（１）所属部署の業務内容 

派遣先である県民くらしの安全課には「食の安全安心」「生活衛生」「県民生活安全」の３つの

班があり、県民生活に身近な課題について、県民の視点に立った施策を行っています。そのうち、

私が派遣された「生活衛生」は、「生活衛生担当」、「水道担当」、「水道災害復旧」の３つの係か

らなっており、業務概要は以下の通りです。 

① 生活衛生担当：旅館、公衆浴場、クリーニング、

理容・美容、墓地・埋葬等に関する業務。 

② 水道担当：水道事業の許認可、水道統計、水道事

業の広域化、水道施設の国庫補助事業 

（災害以外）等に関する業務。 

③ 水道災害復旧担当：東日本大震災で被災した市

町村における水道施設整備計画に係る技術的指

導、東日本大震災災害復旧事業に関する業務。 

 

東日本大震災に係る派遣職員は「③水道災害復旧担当」に所属し、岩手県職員１名、東京都職

員１名、埼玉県職員１名、神奈川県職員１名、三重県職員１名の５名体制で「東日本大震災に係

る水道施設等の災害復旧費の国庫補助に関する業務」を行いました。 

 

（２）担当した業務内容  

東日本大震災に係る水道施設等の災害復旧事業については、従来の災害復旧補助金交付要領

とは別に、「東日本大震災に係る水道施設等の災害復旧費補助金交付要綱」が制定され、補助率

のかさ上げなどの特例措置を定めて実施されています。また、東日本大震災により被災した沿岸

部の水道施設等に係る補助事業においては、被災自治体の復興計画が策定中のため復旧方法を

確定することができず、早期の災害査定の実施が困難な場合について、災害査定方法等の特例を

定めて事業が実施されています。 

通常の災害復旧事業では原形復旧が原則となっていますが、東日本大震災による沿岸部の被

害は甚大で原形復旧が不可能または困難なため、仮に原形に復旧するものとして国の災害査定

を受け（復旧事業の実施は保留）、まちづくり事業が進捗し、水道施設の復旧方法が確定した時

点で、国（厚生労働省、財務省）と協議を行い、承認されれば復旧事業の保留が解除され当該復

旧事業に着工することができます。 

主な業務として、被災６市町から県に提出される上記協議のための書類（実施計画協議書）に

ついて、書類の過不足、補助金交付要綱への適合性、復旧方法の妥当性の審査等を行い、厚生労

働省への進達までを担当していました。実施計画協議後は保留解除された復旧事業が順調に進

んでいるか、問題は発生していないかなどを現地訪問などにより随時確認を行いました。 

水道施設の復旧は、まちづくり事業の進捗に合わせて順次、事業終盤の限られた期間に実施さ

れています。このため、関連するまちづくり事業の進捗（計画の変更や用地交渉の遅延など）に

より大きく影響を受けており、必要に応じ復旧事業計画の変更（再協議）への対応を行いました。 
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（３）成果・実績 

平成３０年度は３６件（うち平成３１年度実施分１２件）の実施計画協議書の確認が終了し、

沿岸部各市町村の水道施設の復旧完了に向け着実に進捗しました。 

 

 

山田町 都市再生区画整理事業の進捗状況（左：H29.8 撮影、右 H30.8撮影） 

【都市再生区画整理事業の進捗に合わせ、道路舗装前に水道施設の復旧工事を実施】 

 

 

３ 派遣業務を通しての気付き 

（１）県政に生かしたいこと 

東日本大震災から８年が経過し、復興の大詰めを迎えています。しかし沿岸部ではいまだ復興

の道半ばの状況です。現地を訪問すると、報道では伝わらない今回の被害の大きさ、自然災害の

恐ろしさや課題などを肌で感じることができました。 

三重県でも相当の被害発生が懸念されている南海トラフ地震の今後３０年以内の発生確率が

引き上げられました。地震発生の可能性が年々高まっているなか、災害対策活動体制の一層の強

化が課題となっています。 

有事の際は他自治体職員等の応援が欠かせませんが、応援職員が全力を出せるように受け入

れ先の職場は応援職員のサポートを行うことも念頭に置き、応援職員を含め一丸となって効率

的に業務を行えるよう、普段から有事の際の体制を準備しておく必要があると感じました。 

 

（２）派遣生活で配慮して欲しいこと 

居住先や担当業務について、赴任前にできるだけ詳細な情報を提供していただけると、戸惑い

も低減できると思います。他県派遣職員は、事前に職場・居住先の確認を行い引継ぎも行ってい

ますが、当県においては人事異動命令が直前であり、準備なく派遣されることになるため、負担

が大きくなっています。 

 

（３）後続の派遣職員へのアドバイス 

岩手県や他の派遣職員の方とプライベートを含め交流を深めることができました。１年とい

う限られた時間ですので積極的に交流の輪を広げ様々なことにチャレンジしてください。慣れ

ない地での生活は大変ですが、県内には観光地や温泉施設も多数ありますので休日等には気分

転換を兼ねて訪れてみるといいと思います。 
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職員氏名 森本 貫太 

派遣先部署 宮城県仙台土木事務所 

派遣先での役職名 技師 

派遣期間 
平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

 （1 年） 

 

１ 派遣時期の被災地の現状 

派遣された仙台土木事務所は仙台駅から東に４ｋｍほど離れた仙

台市の中心部に位置しています。 

仙台市を含む宮城県内陸部においては、道路や河川護岸の復旧が進

み、震災被害の状況は、当時の写真がないとわからないほどに復旧・

復興が進んでいました。一方で、沿岸部では防潮堤工事に着手したば

かりの施工箇所がまだあり、工事車両がせわしなく行き交い、地域に

よる復旧・復興の進捗に大きな差を感じました。 

 

 

２ 被災地での業務概要 

（１）所属部署の業務内容 

仙台土木事務所は、道路部、河川部、総務部、建築部の４つの部署からなり、合計１３７名が

勤務する大規模な事務所で、仙台市をはじめとする６市７町１村を管轄していました。その中で

私が所属した河川部は４つの班からなり、主に河川・海岸・砂防にかかる整備を行っていました。 

代々三重県はその内の１つである河川砂防第三班に配属されており、管内北東部の３市５町

１村（多賀城市、塩竃市、富谷市、利府町、七ヶ浜町、松島町、大和町、大郷町、大衡村）を担

当しており、仙台土木事務所で最多の市町村を担当していました。班の体制は、宮城県職員が７

名、埼玉県から１名、神奈川県から１名、愛知県から１名、三重県から１名の計１１名で構成さ

れていました。 

平成３０年度は、宮城県が平成２３年１０月に策定した「宮城県震災復興計画」の発展期に入

り、平成３２年度までの復興目標の最終段階に入ったこともあり、復旧復興を完了させるため一

丸となって業務に取り組んでいました。 
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・ 高城川災害復旧事業では、橋梁架替工事のため、橋梁取付部である陸閘及び護岸の嵩上げを

完了させ、それに伴い、高城川災害復旧工事をすべて完了させることができました。 

・ 高城川復興交付金事業では、水門新設工事をはじめとする計４工事を監督しました。当施工

区間は、右岸側は国道４５号、左岸側は生活道路である狭小な町道と近接しており、施工が非

常に困難な現場でした。 

その中で、宮城県発注工事が５件（河川：４件、道路１件）、松島町発注工事が３件（建設

１件、水道２件）、計７件もの工事業者が現場周辺の交通規制を行うため、地域住民への周知

に工夫が求められました。 

そこで、県が中心となって各関係機関に呼びかけ、連絡調整会議を開くこととし、その調整

会議でまとめた交通規制や施工時期についてまとめた回覧を作成し、地元住民に周知するこ

とで、工事による影響を最小限に抑えることができました。 

 

 

３ 派遣業務を通しての気付き 

（１）県政に生かしたいこと 

・ 震災から７年が経過し、復旧・復興が進んだ分、これまでに工事をしてきた成果品や設計

成果等が莫大な量となっていました。しっかりとした整理整頓のルールがない中で、各担当

が忙しく業務を行っていることもあって、書庫から成果品等があふれて、執務室内に仮置き

してあったり、他部署の保管場所に間借りしていたりして、どこに何があるかわからない状

態でした。引継がれた業務の詳細について調べる際に、その資料を探すために１日程度時間

がかかることもあったため、日頃から整理整頓のルールを周知し、しっかりと管理していく

ことの重要性を改めて認識しました。 

・ 震災から時間が経過するごとに、その時々で住民から職員への整備に対する要求が変化す

ると感じました。震災直後は元通りの生活ができるよう、少しでも早くの復旧を望まれ、整

備が進んでくると、より使いやすいようにと利便性などの品質向上を求められ、最終段階で

は日本三景が見たいなどの景観といった付加価値を求められました。 

長期にわたって整備を行うような大規模な事業では、担当者が変わることが多々ありま

すが、その都度対応が変わってしまわないように、対応内容について記録し、後任者へ引継

ぐことで、伝え損なうことがなくなり、住民からの信頼につながると感じました。 

・ 前例の無い状況下では、状況を正しく把握することが最も重要だと思います。被災者が置

かれている環境、支援の受給状況、被災者自身の状況、ニーズ、活用できる周辺資源の状況

等を把握、勘案して、必要な支援の判断材料とします。必要とされるスピードに応じて、限

られた判断材料の中から、「とりあえずやる」ことも必要と学びました。方法や内容に多少

改善の余地があろうと、実施して初めて次の方向性が見えることも多いと思います。 
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（２）派遣生活で配慮して欲しいこと 

・ 宮城県に派遣している他県職員と違い、三重県

は一般職員の被災地研修がありません。現地で実

際に被災状況や復旧・復興状況を見ることは、い

つでもできるようなことではなく、得られるもの

は何物にも代えがたいものだと感じました。 

  県幹部職員や防災部局職員の訪問のほかにも、

若手職員や被災地に行ったことのない職員も三

重県から視察に行けるよう予算の確保等を行っ

てほしいと思いました。 

・ 派遣先は、容易に毎週末帰省できるような場所ではなく、また帰省に係る旅費も高額にな

るため、定期的に業務報告会を開催するなど、公務で三重県に戻れる機会を設けていただけ

るとありがたいです。 

 

（３）後続の派遣職員へのアドバイス 

・ 他県の職員と共に業務を行うことはめったに経験できるものではありません。三重県には

ない良いシステムや体制を吸収し、三重県の良いところを他県に PR して、お互いに有益な

関係を築いてください。 

・ 宮城県に住居を構え、東北地方に気軽に足を運べる環境は派遣されないと体験できない貴

重な環境です。日々の業務は大変だと思いますが、ワークライフバランスのためにも東北を

満喫してください。 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 熊本地震被災地 

派遣職員活動記録 
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職員氏名 稲葉 昇吾 

派遣先部署 
熊本県県北広域本部阿蘇地域振興局 

工務第二課災害第二班 

派遣先での役職名 技師 

派遣期間 
平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 （１年） 

１ 派遣時期の被災地の現状 

派遣された熊本県阿蘇地域振興局は、熊本県の北東部、

阿蘇地域の中央部に位置しており、熊本県と大分県の県

境を有し、大分県の２市を含めて８つの市町村と隣接し

ています。地形は、阿蘇五岳を中心とする世界最大級の

カルデラや広大な草原を有し、比較的平坦地の多い阿蘇

谷と、それを取り巻く阿蘇外輪地域で形成されています。 

私が熊本県に赴任した時は熊本地震発生から約 2 年が

経過していましたが、阿蘇市と熊本県の中心部を結ぶメ

イン道路の国道 57 号や JR 豊肥本線は地震によって発生

した大規模な斜面崩落により遮断されており、未だ復旧

が完了されていない状況でした。 

また、阿蘇地域は熊本県内有数の観光地で有名で、観光名称となる多くの観光地を有していま

したが、中には地震の被害により復興の目途が立たず観光客が立ち入りできない場所もあり、被

災地の復旧がなかなか進んでいないことを改めて感じました。 

 

２ 被災地での業務概要 

（１）所属部署の業務内容 

熊本県県北広域本部阿蘇地域振興局土木部工務第二課は平成 24年の九州北部豪雨に係る阿蘇

市内における白川水系の河川激甚災害対策特別緊急事業を行う災害第一班と、私が所属した、阿

蘇市、南阿蘇村、西原村における平成 28年の熊本地震に関する災害関連緊急砂防事業及び災害

関連緊急急傾斜地崩壊対策事業、砂防激甚災害対策特別緊急事業等を行う災害第二班で構成さ

れる部署です。 

この 2 つの大きな災害の一部を熊本県職員（プロパー職員）16 名、他県からの派遣職員 2 名

（鹿児島県庁、三重県庁）、業務支援による専従の設計コンサルタント 6 名の合計 24 名で対応

していました。 

             所属した災害第二班の担当事業数  

 

 災害関連緊急砂防事業（25 件）+砂防ソイル集中プラント（3 件） 

 災関関連緊急急傾斜地崩壊対策事業（12 件）砂防激甚災害対策特別緊急事業（4 件） 

 防災安全交付金（火山砂防事業）平成 28 年熊本地震（3 件） 
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（２）担当した業務内容 

   私は阿蘇市内の災害関連緊急砂防事業（宇土川砂防、一里山川砂防、西小園川砂防） 

3 件、南阿蘇村内の災害関連緊急急傾斜事業（玉来地区急傾斜）1 件の工事監督業務を担当し、

地元説明や現場の変更に対する対応、竣工検査まで携わりました。 

   この中で災関緊宇土川砂防事業、災関緊一里山川砂防事業、災関緊玉来地区急傾斜事業につ

いては、私の派遣期間中に竣工を迎えることが出来ましたが、前項に紹介した災害第二班の担

当する業務は膨大であり、県の力だけではすべて完了出来ない事業もあり、平成 30年度までに

竣工出来ないものは、国土交通省が事業を進めることになりました。 

 

  ◎特に配慮をした災害関連緊急砂防事業について 

   砂防事業では堰堤の設置に伴う掘削で多くの土砂が発生することから、広大な残土処分地が

必要となります。しかし、阿蘇地域は国立公園内を含む地域も多く、残土処分地の確保が難しい

状況であったことから砂防ソイルセメント工法を採用しました。この工法は通称 INSEM 工法と

呼ばれており、現地発生土砂とセメントを混合し、振動ローラで締固め、構造物を構築する工法

であるため、土砂の発生を極力抑えることが出来ました。 

   また、災関緊宇土川砂防事業、災関緊一里山川砂防事業は、同時期に施工することから、工程

管理と品質管理を一元管理するため、下記のように集中プラントを採用し、施工管理を徹底し

ていました。 

 

           1号集中プラント（宇土川・一里山川） 
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（３）成果・実績 

   私の派遣期間中に災関緊砂防事業（宇土川、一里山川）2件の工事着工及び竣工させ 

ることが出来ました。 

   災関緊砂防事業（西小園川）は用地買収、工事用道路設置、掘削工まで完了し、次年 

度から国土交通省にて事業を推進することになりました。 

 また、災関緊急傾斜事業（玉来地区）においては、当該事業は終えたものの関連する 

県道の道路災害復旧事業及び南阿蘇村による宅地再建事業を引き続き施工しているため、 

すべての工事が竣工するのは、もう少し時間がかかる見込みです。 

 

   ◎災害関連緊急宇土川砂防事業 

概 要：堤高 H=14.5m 堤長 L=145.0m 堤体 V=11,444m3 鋼製スリット 109.8t   

竣工日：平成 31年 3 月 

 

 

◎災害関連緊急一里山川砂防事業 

     概 要：堤高 H=10.5m 堤長 L=148.0m 堤体 V=7,360m3 鋼製スリット 15.8t  

竣工日：平成 31年 1 月 

 

 

 

着工前 

着工前 竣工後 

竣工後 
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編集後記 

この記録集は、派遣職員が自ら見聞きし、経験した被災地の現状や、被災地での業務を通

しての気付きを分かりやすくまとめ、派遣職員が被災地で得た経験や知見を広く共有するこ

とにより、今後の被災地支援や防災・減災の取組、受援の立場になった時の備え、後続の派

遣職員の不安解消などに活用することを目的として作成しています。 

今回は、東日本大震災被災地に加え、熊本地震被災地において平成 31 年３月まで業務に

携わってきた５名の職員に「東日本大震災被災地等派遣職員活動記録集 2019」への執筆協

力をお願いしました。 

 東日本大震災から８年が経過し、被災地では復興が進んでいる地域がある一方で、沿岸部

では未だ大規模な工事が行われているなど、復興への道半ばの地域もあります。 

 一方、熊本地震被災地への派遣職員は、災害復旧の最中に派遣されているため、現在の東

日本大震災被災地とは異なる課題や問題点が指摘されています。 

 こういった、派遣職員が被災地で感じたことを共有することで、迫りくる大災害に備え、

私たちに求められることを知り、防災・減災体制の強化につなげることができれば幸いです。 

 

三重県東日本大震災支援本部事務局 

 

 

東日本大震災被災地等派遣職員活動記録集 2019 

 

令和元年 9月 

三重県防災対策部 

 

〒514‐8570 三重県津市広明町１３番地 

電話 059-224-2181 ＦＡＸ059-224-2199 

 

 

 

 


